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1 ．はじめに
　平成27年 6 月25日に厚生労働省が発表した平成26年度の「過労死等の労災補償状況」によれば、
平成26年度中の脳血管疾患及び虚血性心疾患等関係の請求件数は763件で 3 年連続で減少し、支給
決定件数は277件（うち死亡事案121件）で 2 年連続で減少しているものの、相当数の請求件数と支
給決定件数が存在している。また、精神障害関係の請求件数は1451件、支給決定件数は497件（う
ち未遂を含む自殺事案99件）で、いずれも過去最多を更新している。また、平成24年版厚生労働白
書においては仕事や職業生活に関する強い不安、悩み及びストレスを感じている労働者の割合が 6
割を超えていると指摘されており、平成26年11月 1 日には過労死等防止対策推進法が施行されるに
至っている。「多数の社員を抱える使用者は、それら社員の中からメンタルヘルス不調を訴える者が
一定の割合で出現することがもはや避けられないという認識を持つべきである。」と指摘されてお
り（白石哲外著「労働関係訴訟の実務」221頁、商事法務刊）、名古屋地裁平成18年 1 月18日（富士
電機 E ＆ C 事件）判決（労判918号65頁）は、「昨今の雇用情勢に伴う労働者の不安の増大や自殺者
の増加といった社会状況に鑑みれば、企業にとってその労働者の精神的な健康の保持は重要な課題
となりつつあることは否めないところである」と判示している。最高裁平成12年 3 月24日（電通事
件）判決（労判779号13頁）を経た現在では、労働者の心身の健康管理は使用者の法的責任となって
いるが、第45回法務研修セミナーでの報告の機会を得たことから、近時の裁判例を中心として、労
働者の発症した脳心臓血管疾患及び精神障害の業務起因性と使用者の安全配慮義務に関して若干の
考察をしたいと考えた次第である。
2 ．業務災害と業務起因性
（ 1）業務災害としての疾病
　労災保険法に基づく保険給付は「業務災害」即ち「労働者の業務上の負傷、疾病、傷害または死
亡」に関してされる（同法 7 条 1 項 1 号）。労基法上の「業務上の疾病」（同法75条 1 項）は、同条
2 項に基づく労規則35条により同規則別表第 1 の 2 （厚生労働省令第69号による平成22年 5 月 7 日
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改正後のもの）の 1 号乃至11号に列挙されているが、このうち、脳・心臓血管疾患と精神障害に関
する疾病は、「長期間にわたる長時間の業務その他血管病変を著しく増悪させる業務による脳出血、
くも膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳症、心筋梗塞、狭心症、心停止（心臓性突然死を含む）若しく
は解離性大動脈瘤又はこれらの疾病に附属する疾病」（同表 8 号）、「人の生命にかかわる事故への遭
遇その他心理的に過度の負担を与える事象に伴う業務による精神及び行動の障害又はこれらの疾病
に附属する疾病」（同 9 号）及び「その他業務に起因することの明らかな疾病」（同11号）である。
（ 2）業務起因性と認定基準
　労災保険金の支給に関し、労働者が発症した脳血管疾患や虚血性心疾患等及び精神障害が業務上
の災害と認められるためには、当該発症について「業務起因性」が必要であるとされている。業務
起因性とは、「労働者が事業主の支配化にあることに伴う危険が現実化したものと経験法則上認めら
れる場合」であると定義されている（旧労働省昭和49年10月25日基収第2950号）。
　労働者が発症した脳血管疾や虚血性心疾患等における業務起因性の存否は、「脳血管疾患及び虚
血性心疾患等（負傷に起因するものを除く）の認定基準について」（平成13年12月12日基発第1063
号、以下通例に従って「新認定基準」という）に基づいて業務上外が判断されている。
　新認定基準は、平成12年 7 月17日の 2 件の最高裁判決〔横浜南労基署長（東京海上横浜支店）事
件判決（労判785号 6 頁）及び西宮労基署長（大阪淡路交通）事件判決（労判786号14頁）〕に基づい
て従来の認定基準が改められたもので、認定要件として「発症前の長期間にわたって、著しい疲労
の蓄積をもたらす特に過重な業務（以下「長期間の過重業務」という）に就労したこと」が付加さ
れた。
　そうして、認定要件の運用に際しては、「発症前の長期間」とは発症前おおむね 6 ヶ月間をいうと
されると共に、時間外労働時間（ 1 週間当たり40時間を超えて労働した時間数）につき、発症日を
起点とした 1 ヶ月単位の連続した期間をみて、①発症前 1 ヶ月間ないし 6 ヶ月間にわたって、 1 ヶ
月当り概ね45時間を超える時間外労働が認められない場合は、業務と発症との関連性が弱いが、お
おむね45時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど業務と発症との関連性が徐々に強まる、②発
症前 1 ヶ月間におおむね100時間または発症前 2 ヶ月間ないし 6 ヶ月間にわたって 1 ヶ月当りおおむ
ね80時間を超える時間外労働が認められる場合は、業務と発症との関連性が強いと評価できる、と
されている。
　他方、労働者が発症した精神障害における業務起因性の存否は、現在では平成23年11月 8 日「精
神障害の労災認定の基準に関する専門検討会報告書」に基づいて策定された「心理的負荷による精
神障害の認定基準」（平成23年12月26日基発1226第 1 号、以下通例に従って「認定基準」という）に
基づいて業務上外が判断されている〔従来の「心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断
指針」（平成11年 9 月14日基発第544号（平成21年 4 月 6 日基発第0406001号「心理的負荷による精
神障害等に係る業務上外の判断指針について」により「職場における心理的負荷評価表」を一部改
訂）、「判断指針」と略称）は認定基準の発出の際に廃止された〕。
　認定基準は、対象疾病を ICD-10（世界保健機関作成の国際疾病分類第10回修正）のⅤ（第 5 章）
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「精神及び行動障害」に分類されている精神障害を原則としているが、器質性のもの及び有害物質
に起因するものは除かれると共に業務に関連して発症する可能性の存することが必要であることか
ら、実際には、F 2 （統合失調症、統合失調型障害及び妄想性障害）、F 3 （気分（感情）障害）及
び F 4 （神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害）として記載されている精神障害で
ある（なお、当該精神障害を発症しているか否かの診断基準には「精神障害の診断・統計マニュア
ル」第 4 版改訂版（DMS-Ⅳ-TR）が用いられているが、現在では第 5 版が出版されて我が国でも
翻訳作業中である由なので、近い将来には我が国でも第 5 版（DMS-Ⅴ）が用いられることになる
と思われる）。
　そうして、認定要件としては、①対象疾病を発症していること、②対象疾病の発症前おおむね 6 ヶ
月間に業務による強い心理的負荷が認められること、③業務以外の心理的負荷または固体側の要因
によって対象疾病を発症したとは認められないこと、のいずれの要件をも充足することが必要であ
るが、これらの要件の存否は、別表 1 「業務による心理的負荷評価表」に当てはめて心理的負荷の
程度が「強」と認められる一方で、別表 2 「業務以外の心理的負荷評価表」に当てはめて業務以外
の心理的負荷が「強」とは認められないか否かによって判断されている。
　なお、認定基準における対象疾病の発症の機序は、「ストレス – 脆弱性」理論に依拠している。「ス
トレス – 脆弱性」理論とは、精神的破綻は環境由来のスレトスと固体側の反応性、脆弱性との関係
で生ずるとする精神医学及び心理学の考え方であり、ストレスが非常に強ければ固体側の反応性、
脆弱性が小さくても精神的破綻が生ずるし、固体側の反応性、脆弱性が大きければストレスが小さ
くても精神的破綻は生ずるとされている。この理論による際には、精神医学的に見て特定のストレ
スが精神障害を発症させる可能性がある程に強いものであればその精神障害は当該ストレスを主因
として発症したものと理解され、当該ストレスがそれほどまでには強いものではないと評価できる
場合にはその精神障害は固体側の反応性、脆弱性が主因となって発症したものと理解される。従っ
て、業務上の心理的負荷による精神障害に業務起因性を肯定する際には、①対象疾病の発症の有無、
②明確な精神医学的知見に基づいて疾病名と発症の時期がおおむね特定できること、③対象疾病の
発症前おおむね 6 ヶ月間に業務による強い心理的負荷が認められることが必要であるとされている。
　また、認定基準は時間外労働時間という判断要素も新設している。即ち、①発症日から起算した
直前 1 ヶ月前のおおむね160時間を超える法定時間外労働時間がある場合（この場合には他の要素無
くして労災認定される）、②発症直前の連続した 2 ヶ月間に 1 ヶ月当りおおむね120時間以上の法定
時間外労働時間があり、その業務内容が通常その程度の労働時間を要するものである場合、③発症
直前の連続した 3 ヶ月間に 1 ヶ月当りおおむね100時間以上の法定時間外労働時間があり、その業務
内容が通常その程度の労働時間を要するものである場合、には業務起因性を認める取扱がされてい
る。
（ 3）労災事故による休職と労基法 19 条 1 項による解雇制限
　労基法19条 1 項前段は労働者が業務上疾病にかかり療養のために休業する期間及びその後30日間
は解雇することを禁止しているので、労働者が発症した疾病を理由に休職命令を発令した後に休職
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期間が満了したことを理由に解雇し又は退職とする場合には、当該疾病が業務上の疾病でないこと
が必要となる。
　ところで、労災民事訴訟事件としての東京地裁平成20年 4 月22日（東芝事件）判決〔労判965号 5
頁、東京高裁平成23年 2 月23日判決（労判1022号 5 頁）を経て最高裁平成26年 3 月24日判決（労判
1094号22頁）が原判決を一部棄差戻〕は、労働者が発症したうつ病について労基署長による労災給
付金不支給処分がされた事案について、この処分の取消を求める行政訴訟を経ることなく提起され
た使用者に対する安全配慮義務の違反を理由とした損害賠償請求訴訟において業務起因性の存在と
使用者の安全配慮の違反を肯定した。この結果に従えば、使用者は、労災保険給付によって填補さ
れるべき労働者の損害についても民法上の賠償責任を負うことになる。当該事案においては、労災
行政訴訟事件として上記不支給処分を取消した東京地裁平成21年 5 月18日（熊谷労基署長（東芝）
事件）判決（判時2046号150頁）が確定したので、上記の問題点は顕在化しなかったが、使用者から
労災保険への求償は認められないので（最高裁平成元年 4 月27日（三共自動車事件）判決（労判542
号 6 頁））、使用者としては、労働者の発症した疾病または当該疾病に起因する死亡についての業務
起因性の存否を可能な限り確定しておくことも必要となる。
3 ．労働者が発症した疾病の業務起因性の存否に関する裁判例の基本的な視点
（ 1）傷病と業務との間の相当因果関係
　労働者の傷病等やこれに基づく死亡と業務との間に業務起因性が認められるためには、その業務
と当該傷病等との間に条件関係が存在するのみならず、相当因果関係が存在することが必要であり
〔最高裁昭和51年11月12日（熊本地裁八代支部廷吏事件）判決（判時837号34頁）〕、業務と疾病との
間の相当因果関係の存否は、使用者が労働者をその支配下に置いて労務を提供させるという労働関
係の特質から、労働者が従事した業務に内在または通常随伴する各種の危険が現実化して労働災害
を生じた場合には使用者の過失の有無を問わずに被災労働者の損害を填補させるという危険責任の
法理に基づくと共に、被災労働者及びその遺族の生活を補償するという労災補償制度の趣旨からし
て、その疾病が当該業務に内在し又は通常随伴する危険が現実化したものと評価し得るか否かに
よって決せられる〔最高裁平成 8 年 1 月23日（地公災基金東京支部長（町田高校）事件）判決（労
判687号16頁）、最高裁平成 8 年 3 月 5 日（地公災基金愛知県支部長（瑞鳳小学校教員）事件）判決
（労判689号16頁）〕。
　そうして、危険の現実化の存否の判断基準として具体的には、脳血管疾患や虚血性心疾患等の場
合には、業務に起因する肉体的・精神的負荷によって当該労働者の有した基礎疾患が自然経過を超
えて悪化したか否かによって判断すべきであるとされ〔代表例として最高裁平成12年 7 月12日（横
浜南労基署長（東京海上横浜支店）事件）判決（労判785号 6 頁）〕、精神障害の場合には、当該業務
自体が、社会通念上、当該精神障害を発症または増悪させる一定程度以上の強度の危険性を内在ま
たは随伴していることが必要であり、単に業務が他の原因と共働して精神疾患の発症または増悪さ
せた原因であると認められるだけでは足りないとされている〔代表例として名古屋高裁平成15年 7
月 8 日（豊田労基署長（トヨタ自動車うつ病）事件）判決（労判856号14頁）、精神疾患の発症や増
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悪には様々な要因が複雑に影響し合っていると考えられることから協働原因説が否定されている〕。
　以上は労働者が発症した脳血管疾患や虚血性心疾患等及び精神障害についての業務起因性の存否
を判断している裁判例の概ね総てが前提としている事柄であるが、精神障害に対する業務起因性（業
務の過重性）の判断の際には実際上の困難性を否定できない。例えば、うつ病に罹患した品質管理
責任者である係長の自殺につき、一審判決（さいたま地裁平成18年11月29日（さいたま労基署長（日
研化学）事件）判決（労判936号69頁））は、品質管理責任者としての職務内容、現場トラブルへの
不適切な対応による職場の不満と自責の念及び社内規格書の改訂の期限遅れ等の業務による過度な
心理的負担の存在を認定して業務起因性を肯定したが、その控訴審判決である東京高裁平成19年10
月11日判決（労判959号114頁）は、一審判決の事実認定は是認しつつも業務の過重性は否定して業
務起因性を肯定した一審判決を取消して一審原告の請求を棄却している。逆に、新人臨床検査技師
の自殺につき、札幌高裁平成25年11月21日（医療法人雄心会事件）判決（労判1086号22頁）は、業
務後の自習時間を労働時間に含めると共に超音波検査の難易度の高さや上司による叱責の厳しさを
理由に業務の過重性を認めて業務起因性を肯定し、ほぼ同一の事実を認定した上で業務の過重性を
認めずに業務起因性を否定した一審判決（札幌地裁平成24年 8 月29日判決（労判1086号36頁））を取
消している。
（ 2）厚生労働省の認定基準と裁判例の基本的視点との関係
　ア．裁判所の基本的な判断枠組
　新認定基準及び認定基準の双方について、基本的にはこれに沿いつつも、労働の量（時間）と質
の両面から肉体的・精神的な負荷の存否を総合的に判断して認定していると評価し得ると考えてい
る。特に時間外労働時間の算定に際しては、新認定基準及び認定基準に依拠して 1 週40時間を超え
る法定時間外労働時間を算定して判断している。東京地裁平成26年 3 月26日（医療法人社団明芳会
（R 病院）事件）判決（労判1095号 5 頁）は、新人理学療法士の急性心機能不全症による死亡につ
き、学術大会での研究発表のための準備を業務と認めつつも深夜早朝の自宅での準備には使用者に
よる指揮命令の存在を否定して業務起因性を否定した事案であるが、一日単位で時間外労働時間を
算定しているものの、これは同時に請求されている割増賃金の具体的金額を算定する必要性からの
措置である。
　なお、時間外労働時間の算定においては、平日及び土・日曜日の自宅での持帰り残業時間を労働時
間に含めることは現在の裁判例の趨勢である〔脳血管疾患について札幌地裁平成18年 2 月28日（札
幌東労基署長（北洋銀行）事件）判決（労判914号11頁）、精神障害について東京地裁平成20年 1 月
17日（中央労基署長（大丸松坂屋東京店）事件）判決（労判961号68頁）及び神戸地裁姫路支部平成
23年 2 月28日（マツダ（うつ病自殺）事件）判決（労判1026号64頁）〕。
　また、 甲府地裁平成24年10月 2 日（日本赤十字社（山梨赤十字病院）事件）判決（労判1064号52
頁）は、「タイムカードが労働時間を把握する法的義務を負っている使用者が労働者の勤怠を管理す
るために労働者に打刻させる記録である以上、特段の事情のない限り、労働者がタイムカードに記
録された始業時間から終業時間まで業務に従事していたものと事実上推定すべきであって、タイム
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カードの客観的記載と労働の実態との間に乖離が生じている旨を主張する使用者には高度の反証が
要求されるというべき」と判示している。
　イ．脳血管疾患と虚血性心疾患等について
　裁判例の趨勢は、新認定基準が採用している相対的有力原因説（当該業務が競合する諸要因の中
で発症に至る相対的に有力な原因であると認められることを必要とする考え方）を採用していない。
また、裁判例の趨勢は上掲の最高裁判決に従って「自然経過を超えて悪化したか否か」を判断基準
としており、新認定基準の「基本的な考え方」が定める「自然経過を超えて『著しく』悪化したか
否か」の要件を含めていない。
　他方、過重性の判断基準については、新認定基準が採用している「基礎疾患を有しながらも通常
の業務に従事できる平均的な労働者」を採用する裁判例が多いが、必ずしも新認定基準に全面的に
依拠している訳ではなく、名古屋高裁平成22年 4 月16日（豊橋労基署長（マツヤデンキ）事件）判
決（労判1006号 5 頁）は、心機能障害により障害者 3 級認定を受けて身体障害者枠で採用されて家
電等の販売業務に従事していた従業員の慢性心不全を基礎疾患とする致死性不整脈発症による死亡
について、平均的な労働者を基準とすることを否定して当該従業員を基準として業務の過重性を判
断した上で業務起因性を肯定している。
　特に、裁判例の趨勢は労働の「質」を重視する傾向にあり、新認定基準に該当する時間外労働時
間が存在する場合には業務起因性を原則的に肯定しているが〔 大阪地裁平成13年 4 月11日（大阪中
央労基署長（日立エンジニアリング）事件）判決（判タ1063号131頁）は時間外労働時間の多くが所
謂手待ち時間であて労働密度が高くないことを理由に業務の過重性を否定している〕、時間外労働時
間が新認定基準を充足しない場合でも、「精神的緊張（精神的負荷の大きさ）」「深夜勤務を伴う交替
制勤務」「出張の多い不規則勤務」といった労働の密度や質の面における過重性を重視して業務の過
重性を認めて業務起因性を肯定している事案は少なくない。
　前掲の札幌地裁平成18年 2 月28日（札幌東労基署長（北洋銀行）事件）判決（労判914号11頁、札
幌高裁平成20年 2 月28日判決（労判968号136頁）で確定）は、金融機関の破綻処理に伴うシステム
変更に従事する営業課長が急性くも膜下出血を発症して死亡した事案につき、新認定基準の時間外
労働時間についての認定要件を満たさずとも、その従事していた業務の困難性 - 同銀行の従業員の
誰もが未経験の業務 - と精神的緊張 - 失敗は許されない - を理由として業務起因性を肯定している。
　東京高裁平成18年11月22日（成田労基署長（日本航空）事件）判決（労判929号18頁）も、専門検
討会報告書で目安とされた時間外労働時間を大幅に下回る国際線客室乗務員が発症したくも膜下出
血につき、「勤務の不規則性」「事実上の拘束時間の長さ」を総合評価すべきとして業務起因性を肯
定している。
　和歌山地裁平成15年 7 月22日（和歌山労基署長（NTT 和歌山設備建設センタ）事件）判決（労
判860号43頁）は、電話回線の架線敷設置工事の企画設計技術者の左脳内出血による死亡につき、阪
神淡路大震災の影響で同僚による支援を期待し得ない状況の中で当該労働者の経験からは実行困難
な短期間に担当業務を完遂しなければならないという精神的緊張の中での業務であるという質の面
に、千葉地裁松戸支部平成26年 8 月29日（住友電工ツールネット事件）判決（労判1113号32頁）は、
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管理職の急性心筋梗塞による死亡につき、宿泊を伴う本社や取引先への出張の多さ並びに本社での
社内会議用の資料作成、酒に弱い中での社長や取引先役員との飲食会や取引先の接待及び部下では
対応できないクレームへの対応等の強度の精神的緊張を伴う業務の多さに、それぞれ着目して業務
起因性を肯定している。また、神戸地裁平成20年 4 月10日（ホテル日航大阪（脳出血）事件）判決
（労判974号68頁）は、修学旅行受入業務に従事していた高血圧症の基礎疾患を有する営業部販売課
長が発症した脳出血つき、従事していた業務は年間を通じて繁閑の差が極めて大であり、閑散期に
おける業務は質量共に過重でなくとも、繁忙期におけるそれは相当程度に過酷であるとして業務起
因性を肯定している。
　東京地裁平成26年12月15日（中央労基署長（JFE スチール）事件）判決（労判1112号27頁）は、
エンジニアリング業務に従事していた労働者が 4 ヶ月間に 3 度のブラジル出張をした後に発症した
脳梗塞についての業務起因性の存否が争点となった事案につき、発症前 6 ヶ月間の 1 ヶ月当りの平
均時間外労働時間は40時間前後に過ぎなかったものの、ブラジル出張時の労働時間は国内業務時と
比較して非常に長く出張期間中の時間外労働時間が100時間を超えたこともあったこと、ブラジル
出張時には週単位で 1 日以上の休日が確保されていなかったこと、移動や時差による睡眠不足の存
在、帰国の翌日から通常勤務に従事したこと、この勤務の中には中国への海外出張や東京本社から
広島県福山市や富山市への国内出張も含まれていること及び 3 度のブラジル出張も含めた出張日数
は70日間になることの諸事実から疲労の蓄積を認めて業務起因性を肯定している。
　大阪地裁平成27年 2 月 4 日（池袋労基署長（光通信グループ）事件）判決（労判1119号49頁）は、
営業職マネージャーの虚血性心不全による死亡につき、発症前 6 ヶ月の 1 ヶ月間の時間外労働時間
は80時間に達していないものの、発症前36ヶ月ころから 1 ヶ月間の時間外労働時間が60時間を超え
る恒常的な長時間労働に従事し、特に発症前15ヶ月乃至11ヶ月の 1 ヶ月間の時間外労働時間は100
時間を超えていること及び当該労働者が従事していたクレーム対応業務の心理的負荷は大きいこと
から疲労の蓄積を求めて業務起因性を肯定している。また、大阪高裁平成25年 6 月14日（地公災基
金奈良県支部長（奈良市職員）事件）判決（労判1081号29頁）は、労働者が真冬の極寒状況での屋
外深夜作業の 2 日後に急性心筋梗塞を発症して死亡した事案について公務起因性を認めている。こ
の 2 件の裁判例については、新認定基準との関係からは賛否が分かれるところであろうが、裁判所
が、業務起因性の存否を判断する際に、長時間労働の恒常化や労働の質の面に着目していることを
示す顕著な事案であると思われる。
　他方、東京地裁平成15年 4 月30日（中央労基署長（電化興業）事件）判決（労判851号41頁）は、
鉄道の電気工事を専門とする会社の電路部次長（JR 担当の責任者）のくも膜下出血につき、業務そ
のものの過重性ではなく、連続した昼夜勤務に従事した際の睡眠量の絶対的不足と短時間且つ不規
則な睡眠による睡眠の質の悪さに起因した疲労の蓄積を認めて業務起因性を肯定している。また、
宇都宮地裁平成15年 8 月28日（栃木労基署長（レンゴー）事件）判決（労判861号27頁）は、新認定
基準に基づいて 1 日 4 乃至 6 時間の睡眠を確保し得ない状態が継続していたか否かという視点で業
務の過重性を評価する手法を採用して業務の過重性を認めて業務起因性を肯定している。
　ところで、上掲の地公災基金東京支部長（町田高校）事件最高裁判決や地公災基金愛知県支部長
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（瑞鳳小学校教員）事件最高裁判決は、代替教員の確保が出来ない状況のために治療機会を喪失し
て基礎疾患を増悪させた事案について基礎疾患が客観的に見て安静を要するような状況にあるにも
かかわらず、当該労働者において安静を保つための方法を講じることが出来ずに引き続き業務（公
務）に従事しなければならないような事情が認められるときは、その事情自体が業務に内在する危
険である旨を判示しているが、治療機会の喪失という面に着目して同趣旨を判示している裁判例と
して東京高裁平成12年 8 月 9 日（中央労基署長（永井製本）事件）判決（労判797号41頁）、大阪高
裁平成12年11月21日（尼崎労基署長（森永製菓塚口工場）事件）判決（労判800号15頁）及び東京
高裁平成24年 6 月 6 日（地公災基金横浜市支部長（横浜市消防職員）事件）判決（労判1054号91頁
（但、事案は消防職員の仮眠中の喘息発作による死亡））がある。
　なお、東京高裁平成26年 4 月22日（地公災基金福島県支部長（公立 H 病院職員）事件）判決（労
判1090号 5 頁）は、休日に一人で出勤していた病院職員が薬局内のトイレで急性心筋梗塞を発症し
て死亡した事案において、他の職員がいなかったために発見が遅れて治療機会を喪失したことは日
常生活に当然に随伴する一般的危険であって公務に内在し或いは随伴する危険の現実化と評価する
ことは出来ないと判示している。穏当な判断と思料されるところである。
　ウ．精神障害について
　裁判例の趨勢は「ストレス - 脆弱性」理論に依拠して判断しているが、判断指針については、必
ずしもこれを尊重する判断がされていた訳ではない。判断指針は、複数の出来事の総合的評価や精
神障害を発症した後の出来事への配慮が欠けていたからである。例えば、疾病名についても、東京
地裁平成18年 9 月 4 日（加古川労基署長（東加古川幼稚園）事件）判決（労判924号32頁、最高裁平
成20年 6 月27日判決で確定）は心身症について、和歌山地裁平成14年 2 月19日（みくまの農協（新
宮農協）事件）判決（労判826号27頁）は「うつ病に比肩すべき精神疾患」について、それぞれ業
務起因性を肯定している。心理的負荷の強度性の判断基準についても、「ストレス - 脆弱性」理論
を採用することの帰結として「同種労働者（職種、職場における地位や年齢、経験等が類似する者
で、業務の軽減措置を受けることなく日常業務を遂行できる健康状態にある者）」を基準とする立場
が多数を占めているが、「同種労働者（職種、職場における地位や年齢、経験等が類似する者で、業
務の軽減措置を受けることなく日常業務を遂行できる健康状態にある者）の中でその性格傾向が最
も脆弱である者（但、同種労働者の性格傾向の多様さとして通常想定される範囲内の者）」を基準と
する立場に依拠する名古屋地裁平成13年 6 月18日（豊田労基署長（トヨタ自動車）うつ病事件）判
決（労判814号64頁）及び名古屋地裁平成18年 5 月17日（名古屋南労基署長（中部電力）事件）判決
（労判918号14頁）も存する一方、当該精神疾患に関する医学的知見を踏まえて、発症前の業務内容
及び生活状況並びにこれらが労働者に与える心理的負荷の有無や程度、さらには、当該労働者の身
体的要因や精神疾患に親和的な性格等の固体側の要因等を具体的且つ総合的に検討して社会通念に
照らして判断する立場に依拠する名古屋高裁平成15年 7 月 8 日（豊田労基署長（トヨタ自動車）う
つ病事件）判決（労判856号14頁）も存する。
　ところで、秋田地裁平成27年 3 月 6 日（秋田労基署長（ネッツトヨタ秋田事件））判決（労判1119
号35頁）は、認定基準の発出前である平成19年 1 月ころにうつ病を発症して同年 7 月に自殺に至っ
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た事案につき、「当時は認定基準が存在していなかったとしても、認定基準は、裁判所による行政処
分の違法性に関する判断を直接拘束する性質のものではないことは当然であるものの、近時の医学
的知見を踏まえて、特に業務における心理的負荷の判断要素を詳細かつ緻密に分析したものであり、
その作成経緯に照らしても合理性を持つものである。従って、業務起因性の判断においては、基本
的には認定基準に則って、当該労働者に関する精神障害の発症に関する具体的事情を総合的に判断
し、必要に応じて認定基準を修正しつつ、業務と精神障害の発症との間の相当因果関係を判断する
のが相当である。具体的には、①労働者が ICD-10の精神障害を発症したことを前提に、②その精
神障害の発症前 6 ヶ月の間の業務における出来事が、認定基準の別表 1 「業務による心理的負荷評
価表」に照らしてその心理的負荷の程度が「強」と認められること、一方で、③認定基準の別表 2
「業務以外の心理的負荷評価表」に照らして業務以外の心理的負荷により精神障害が発症したと認め
られず、また固体側要因により精神障害が発症したとも認められない場合を基本として、必要に応
じてこれらの基準を修正しつつ、労働者の精神障害の発症に業務起因性を認めるのが相当である。」
と判示すると共に、心理的負荷の強度性の判断基準についても「何らかの固体側の脆弱性を有しな
がらも、当該労働者と職種、職場における立場、経験等の点で同種の者であって特段の勤務軽減を
要することなく通常業務を遂行できる平均的労働者を基準とする健康状態にある者」を基準とする
と判示した。後者の点は、「同種の労働者（職種、職場における立場や職責、年齢、経験等が類似す
る者）」が一般的にどう受け止めるかという観点から評価するという認定基準との異同についてさら
に検討を要するところであるが、認定基準の発出後には上掲の秋田地裁判決と同趣旨を判示する東
京地裁平成24年11月28日（横浜西労基署長（ヨコハマズボルタ）事件）判決（労判1069号63頁）及
び東京地裁平成27年 3 月23日（中央労基署長（旧旭硝子ビルウォール）事件）判決（労判1120号22
頁）も存するに至っており、今後の裁判例の動向を注視したい。
　労働の量的過重性の面では、 1 ヶ月間の法定時間外労働時間が45時間を超えている状態が継続し
ている場合には業務起因性を肯定する事案が増加し、発症前 2 ヶ月乃至 6 ヶ月間の平均時間外労働
時間が 1 ヶ月80時間を超えている場合には業務起因性を肯定する傾向が顕著となるものの、裁判所
は労働時間の長さだけで業務起因性の存否を判断している訳ではない〔代表例として東京地裁平成
24年 8 月21日（富士通ビーエスシー事件）判決（労働経済判例速報2156号22頁）〕。名古屋高裁平成
15年 7 月 8 日（豊田労基署長（トヨタ自動車）事件）判決（労判856号14頁）は、残業半減運動の下
での残業規制後の労働密度はそれ以前の労働密度よりも高くなることを理由として、月40時間乃至
60時間の慢性的な法定時間外労働によるうつ病の発症に業務起因性を肯定している。また、神戸地
裁姫路支部平成23年 2 月28日（マツダ（うつ病自殺）事件）判決（労判1026号64頁）は、上述した
とおりに平日及び土・日曜日の自宅での持帰り残業の存在を認定して死亡前 2 ヶ月間の時間外労働
時間は優に80時間を超えていると推認している。
　労働の質的過重性の面では、名古屋高裁平成19年10月31日（名古屋南労基署長（中部電力）事件）
判決（労判954号31頁）は昇進や出向による精神的緊張に、神戸地裁平成 8 年 4 月26日（加古川労基
署長（神戸製鋼）事件）判決（労判695号31頁）新卒入社 1 年目での初めての海外出張に、東京地裁
平成19年 5 月24日（八王子労基署長（パシフィックコンサルタント）事件）判決（労判945号 5 頁）
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は海外の一人事務所への単身赴任に、高知地裁平成18年 6 月 2 日（地公災基金高知支部長（南国市役
所税務課）事件）判決（労判926号82頁）は過誤の許されない精神的緊張の持続が必要な業務と支援
体制の不充分さに、大阪高裁平成15年12月11日（地公災基金神戸市支部長（長田消防署）事件）判
決（労判869号59頁）及び福岡高裁平成21年 5 月19日（福岡東労基署長（粕屋農協）事件）判決（労
判993号76頁）は、経験のない業務への配置転換と配転先での上司との軋轢に、大阪地裁平成21年
1 月14日（堺労基署長（モンタボー）事件）判決（労判990号214頁）は新入社員の新規繁忙店での
未経験の販売とパート従業員の採用業務及び支援体制の不充分に、それぞれ強度の心理的負荷の存
在を認めて業務起因性を肯定している。また、東京地裁平成19年 3 月14日（新宿労基署長（佼成病
院）事件）判決（労判941号57頁）は小児科部長代行の医師がうつ病に罹患して自殺した事案におい
て、退職医師の後任者の確保や宿直勤務の多さと連続勤務による睡眠の質的不足に着目して強度の
心理的負荷の存在を認めて業務起因性を肯定している。さらに、名古屋地裁平成21年 5 月28日〔中
央労基署長（日本トランスシティ）事件〕判決（労判1003号74頁）は、精神疾患の発症前及び発症
後の業務がいずれも客観的に見て過重ではないとしても、発症後も業務の必要性から適切な業務の
軽減を受けられなかった結果、症状が悪化して自殺に至った場合には、そのことが自殺の原因なの
であるとして自殺の業務起因性を肯定している。また、東京地裁平成23年 3 月25日（川崎北労基署
長（富士通ソーシアルサイエンスラボラトリ）事件）判決（労判1032号65頁）は、労働者の精神疾
患の発症に業務起因性を肯定した上で、同人の当該精神疾患に伴う薬物依存傾向に基づく過量服薬
による死亡との間の相当因果関係の存在も肯定し、東京高裁平成24年 3 月22日（フォーカスシステ
ムズ事件）判決（労判1051号40頁）は、労働者が発症したうつ病及び解離性遁走に業務起因性（慢
性的な長時間労働と配置転換に伴う業務内容の変化と業務量の増加に起因する心理的負荷等の過度
の蓄積が理由とされている）を認めた上で、こうした精神状態での過剰飲酒による死亡についても
過剰飲酒行為自体が当該精神疾患によって正常な認識及び行為選択の各能力が著しく阻害された病
的心理状態の下でされたものであるとして業務と死亡との相当因果関係の存在も肯定している。東
京地裁平成25年 2 月19日（医療法人社団こうかん会（日本鋼管病院）事件）判決（労判1073号26頁）
は入院患者から暴力に受けて傷害を負い後遺障害等級 9 級と認定された事故に起因して看護師が発
症した適応障害につき、京都地裁平成26年 7 月 3 日（京都下労基署長（ケーエムフレッシュ）事件）
判決（労判1103号70頁）は野菜の袋詰め用機械の回転歯に挟まれて左示指第一関節の上を切断した
労働者が発症した適応障害につき、いずれも業務起因性を肯定している。
　水戸地裁平成17年 2 月22日（土浦労基署長（総合病院土浦協同病院）事件）判決（労判891号41
頁）は新人外科医師の、大阪地裁平成19年 5 月28日（積善会十全総合病院事件）判決（労判942号25
頁）は新人麻酔科医師の、それぞれ経験不足に着目して業務の質的過重性（手術や当番及び緊急呼
出しへの待機を含めた精神的緊張の連続性）を肯定し、静岡地裁平成23年12月15日（地公災静岡県
支部長（磐田市立 J 小学校）事件）判決は、新人小学校教諭の発達障害を有する児童の所属学級の
学級運営や父兄対応に起因して発症したうつ病による自殺につき、経験不足と支援体制の不充分さ
を理由に業務起因性を肯定している。広島高裁松枝支部平成27年 3 月18日（公立八鹿病院組合ほか
事件）判決（労判1118号25頁）は、新人整形外科医につき、その担当業務は整形外科に所属する勤
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務医として一般的に行う業務を超えるものとは認められないが、初任の整形外科医師にとっては不
慣れな電子カルテの入力作業を含む多義に亘るものであり、業務の多岐性及びこれにより日々異な
る心理的負荷に晒されたことが質的な業務の負担を助長するものであると原判決（鳥取地裁米子支
部平成26年 5 月26日判決（労判1099号 5 頁））の判断を是認している。上掲の堺労基署長（モンタ
ボー）事件判決も併せ、使用者には新入社員に対する特段の配慮が必要とされることを示唆する裁
判例群として興味深いものがある。
　以上のとおりに裁判例を概観する際には、労働者が発症した精神障害について業務による強度の
心理的負荷の存在が認められて業務起因性が肯定される際には、当該労働者に対する支援体制の存
否が判断要素の一つとなっているものと思われる。広島高裁平成25年 9 月27日（地公災基金広島支
部長（県立高校教諭）事件）判決（労判1088号32頁）は、生徒の学力差に起因しての教育理念や指
導方針の相違に基づく教科指導や生徒指導のあり方等の具体的な教育方針が大幅に異なる 2 校の県
立高校を統合して新設された県立高校に赴任した国語科教師がうつ病を発症して自殺に至った事案
につき、担任クラスに在籍した複数の生徒の暴力やいじめ、飲酒・喫煙や無免許運転等の問題行動
と知的障害を持つ生徒への対処、複数の生徒の教師に対する人格批判的な暴言や反抗的態度、入試
判定会議での自己の教育理念や指導理念を否定されるかのような決定及び懇意にしていた同僚教師
の当該高校の教育方針に失望したことを理由とする自殺等の諸要因を認定して公務による心理的負
荷の強度性を認めて公務災害であることを肯定した広島地裁平成25年 1 月30日判決（労判1088号65
頁）の判断を是認しているが、ここでも統合前の各校から新設校に赴任した教師集団間の軋轢とこ
れに起因しての支援体制の不充分性が認定されている点には留意が必要だと思われる。
　エ．精神障害とパワーハラスメントについて
　従前は、パワーハラスメントによる精神的苦痛または人格権侵害を理由とした損害賠償請求事案
が多かったが、近時は、上司によるパワーハラスメントによって精神障害を発症したことを理由と
した民法709条及び715条に基づく損害賠償請求事案が増加している。上掲の名古屋南労基署長（中
部電力）事件判決は慢性的な質的過重労働の判断要素の一つとして上司によるパワーハラスメント
の存在を認定し、東京地裁平成26年11月 4 日（サンチャレンジほか事件）判決は、飲食店々長の自
殺について恒常的な長時間労働と上司による恒常的なパワーハラスメントの存在を認めて業務起因
性を肯定し、上掲の公立八鹿病院組合ほか事件判決は、新人整形外科医がうつ病に罹患して自殺に
至った事案につき、自殺前 8 週間の160時間を超える時間外労働時間を認定した上で、上司である
整形外科部長等による厳しい指導や叱責のパワーハラスメント該当性とその心理的負荷の強度性に
よるうつ病の発症原因性を肯定している（但、被告病院が公立病院であることから国倍法 1 条 1 項
を適用した結果として整形外科部長等の個人としての民法上の不法行為責任は否定された）。これ
らの事案では、慢性的な量的または質的な過重労働の存在が前提となっているが、パワーハラスメ
ント自体だけが強度の心理的負荷要因として精神障害の発症が認められる場合もある。東京地裁平
成19年10月15日（静岡労基署長（日研化学）事件）判決（労判950号 5 頁）〕は、上司（係長）の部
下に対する叱責等が、部下の指導という任務の自覚と共に、部下に対する不信感と嫌悪感にも基づ
くものであるとして上司の叱責をパワーハラスメントとして部下のうつ病の発症について業務起因
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性を肯定し、大阪地裁平成19年11月12日（奈良労基署長（日本ヘルス工業）事件）判決（労判958
号54頁）〕は、うつ病発症後に参加した研修会終了後の懇親会の席上での上司の「出来が悪い」等
の発言につき、「言われた者にとっては、俄に忘れることの困難なストレス要因となる発言である」
と判示して社会通念上精神障害を発症または増悪させる程度に過重な心理的負荷が存すると判示し
ている。東京地裁平成21年 5 月20日（渋谷労基署長（小田急レストランシステム）事件）判決（労
判990号1196頁）は、部下の執拗な誹謗中傷行為とこれに伴う上司からの事情聴取と配置転換による
うつ病の発症に業務起因性を肯定した事案である。また、福井地裁平成26年11月28日（暁産業ほか
事件）判決（労判1110号34頁）は、高卒新入社員の自殺につき、仕事上のミスによる叱責の域を超
えて高卒新入社員の人格を否定して威迫する内容の言動であるとして上司によるパワーハラスメン
トの存在を認めた上で、高卒新入社員にとっては作業をする際の緊張感や上司の指導を受ける際の
圧迫感はとりわけ大きいものであるから、上司による人格を否定する言動を執拗に繰り返し受け続
けてきた心理的負荷は極めて強度であるとしてパワーハラスメントと自殺との間の相当因果関係の
存在を肯定し、被告上司について民法709条に基づき、当該上司の使用者である被告会社に民法715
条に基づき、それぞれ不法行為責任を認めた判決である。他方、東京高裁平成25年11月27日（横河
電機（SE うつ病罹患）事件）判決（労判1091号42頁）は、上司の叱責や注意が相当程度に強いも
のであっても人格非難にも名誉棄損にも当たらないから不法行為を構成しないと判示している。ま
た、高松高裁平成21年 4 月23日（前田道路事件）判決（労判990号134頁）は、配属先営業所の業務
成績の仮装のために実行した不正経理に対する上司の是正・改善指導や是正遅れに関する叱責と当
該労働者の自殺についてパワーハラスメントを認めた一審判決（松山地裁平成20年 7 月 1 日（前田
道路事件）判決（労判968号37頁））につき、パワーハラスメントの存在を否定して同判決を取消し
た。
　以上の一群の裁判例からすれば、上司の部下に対する指導等のための叱責や注意が一定の強度性
を有していたとしても、それが人格の非難や否定、個人的な嫌悪感情の発露、侮辱や威迫あるいは
誹謗中傷や名誉感情を傷つけるに亘らず又は他に複数の労働者が存する職場内で殊更に叱責等して
晒し者や見せしめにする等に亘らない場合には、上司の部下に対する指導等のための叱責や注意は
パワーハラスメントとの評価を受けないのではないかと考えられる。厚生労働省の平成24年 1 月30
日「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキンググループ報告」では、「職場のパワー
ハラスメントとは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係など職場内の有意性を背
景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為を
いう」と定義されているが、上掲の一群の裁判例からすれば、やや広過ぎるのではないかとの疑問
を感ずることである。東京地裁平成24年 4 月19日（ザ・ウィンザー・ホテルズインターナショナル
（自然退職）事件）判決（労判1050号68頁）は、世間で一般的に言われているパワーハラスメントと
いう概念が極めて抽象的でその内包外延とも明確ではないと指摘した上で、「パワーハラスメントを
行った者とされた者の人間関係、当該行為の動機・目的、時間・場所、態様等を総合考慮の上、『企
業組織もしくは職務上の指揮命令関係にある上司等が、職務を遂行する過程において、部下に対し
て、職務上の地位・権限を濫用し、社会通念に照らし客観的な見地から見て、通常人が許容し得る
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範囲を著しく超えるような有形・無形の圧力を加える行為』をしたと評価される場合に限り、被害
者の人格権を侵害するものとして民法709条所定の不法行為を構成する」と判示している点、東京地
裁平成26年 7 月31日（サントリーホールディングスほか事件）判決（労判1107号55頁）は、上司に
よるパワーハラスメントによって部下がうつ病を発症したことにつき、被告上司について民法709条
に基づき、当該上司の使用者である被告会社に民法715条に基づき、それぞれ不法行為責任を認めた
判決であるが、上司の「新入社員以下だ。もう任せられない」という発言は屈辱を与えて心理的負
担を過度に加える行為であり、「何でわからない。お前は馬鹿」との発言は名誉感情を徒に害する行
為であって注意また指導のための言動として許容される範囲を超えて相当性を欠くものであったと
評価せざるを得ないというべきと判示している点及び大阪高裁平成25年10月 9 日（アークレイファ
クトリー事件）判決（労判1083号24頁）が「労務管理上の指導監督の場面において、監督者は監督
を受ける者を叱責し或いは指示等を行う際は、労務遂行の適切さを期する目的において適切な言辞
を選んでしなければならないのは当然の注意義務と考えられる。」「監督者において、粗雑で極端な
表現を伴う言辞を以ってする指導が当該監督を受ける者との人間関係や当人の理解力等をも勘案し
て、適切に指導の目的を達しその真意を伝えているかどうかを注意すべき義務がある。」と判示して
いる点は、いずれも大いに参考にされるべきところである。
　また、仙台高裁平成26年 6 月27日（岡山県貨物運送事件）判決（労判1100号26頁）は、大学新卒
労働者の自殺につき、自殺 3 ヶ月前の時間外労働時間が129時間50分に及んでいることに加えて、度
重なるミスに対する上司の叱責に強度の心理的負荷の存在を肯定して自殺の業務起因性を肯定して
いる。この判決は、上司の叱責は業務上の指導の範囲内として違法性は否定しているが、違法性を
有しない上司の叱責や注意が強度の心理的負荷要因となることを認めている点が特徴的であり、今
後は、上司の部下に対する業務上の叱責や注意が強度の心理的負荷要因であるか否かの問題と当該
叱責等のパワーハラスメント該当性の問題とは分離して検討することが必要である。
4 ．業務起因性と安全配慮義務
（ 1）安全配慮義務の内容と根拠
　労働契約法 5 条「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労
働することができるよう、必要な配慮をするものとする。」と規定しているが、最高裁平成12年 3
月24日（電通事件）判決（労判779号13頁）は、「使用者が労働者に対してその従事すべき業務を定
めてこれを管理するに際し、その業務の量と質を適正に把握して管理し、当該業務の遂行に伴う疲
労や心理的負荷が過度に蓄積して労働者の心身の健康を損なうことがないよう注意する義務を負う」
と判示して使用者の労働者に対する安全配慮義務が労働者の心身の健康にまで及ぶことを明確にし
た。使用者の労働者の心身の健康に対する安全配慮義務を敷衍すれば、「労働時間、休息時間、休
日及び休息場所等について適正な労働条件を確保し、健康診断を実施した上で労働者の年齢や健康
状態等に応じて従事する作業の時間や内容の軽減及び就労場所の変更等の適切な措置を講ずべき義
務」（大阪高裁平成11年 7 月28日（システムコンサルタント事件）判決（労判770号58頁））というこ
とになろう。
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　最高裁昭和50年 2 月25日（陸上自衛隊八戸駐屯地事件）判決（労判222号13頁）及び最高裁昭和59
年 4 月10日（川義事件）判決（労判429号11頁）が認めた安全配慮義務は、ある法律関係に基づいて
特別な社会的接触関係に入った当事者間での当該法律関係における信義則上の付随義務であり、そ
の射程も労働環境の物理的安全の維持についてであったが、その後、安全配慮義務の範囲は労働環
境の物理的安全から職業病の防止へ、職業病の防止から作業関連疾患の防止へ、フィジカルな作業
関連疾患の防止からメンタルな作業関連疾患の防止へ、と拡大を続け、その根拠も継続的な契約関
係である労働契約における信義則上の付随義務（上掲最高裁電通事件判決）が加わることになって
現在に至っている。
　そうして、安全配慮義務の主体についても、上掲最高裁電通事件判決が「使用者は、……注意す
る義務を負うと解するのが相当であり、使用者に代わって労働者に対し業務上の指揮監督を行う権
限を有する者は、使用者の注意義務の内容に従って、その権限を行使すべきである」と判示し、使
用者の履行補助者としての管理職から責任主体としての管理職へと変容している。東京高裁平成14
年 7 月23日（三陽電機サービス事件）判決（労判852号73頁）は上司である部長個人の部下に対す
る安全配慮義務の存在とその違反が肯定された事案である（厚生労働省「労働者の心の健康の保持
増進のための指針」は、「管理監督者は、部下である労働者の状況を日常的に把握しており、また、
個々の職場における具体的なストレス要因を把握し、その改善を図ることができる立場にある」と
している）。
　また、現在では、実質的な使用従属（管理支配）の関係または事実上の直接的な指揮監督の関係
の存在を理由として、出向元企業と出向先企業、派遣元企業と派遣先企業、元請企業と下請企業及
び注文者企業と請負企業の間での重畳的な安全配慮義務の存在が肯定されており〔最高裁平成 3 年
4 月11日（三菱重工業神戸造船所事件）判決（労判590号14頁）は下請企業の従業員に対して下請企
業と元請企業とが重畳的に安全配慮義務を負う場合のあることを肯定し、出向従業員に対して出向
元企業と出向先企業とが重畳的に安全配慮義務を負う場合のあることを肯定する裁判例として広島
地裁平成16年 3 月 9 日（A 鉄道（B 工業 C 工場）事件）判決（労判875号50頁）及び東京地裁平成
20年12月 8 日（JFE スチール（JFE システムズ）事件）判決（労判981号76頁）、派遣従業員に対し
て派遣元企業と派遣先企業とが重畳的に安全配慮義務を負う場合のあることを肯定する裁判例とし
て東京地裁平成17年 3 月31日（アテスト（ニコン熊谷製作所）事件）判決（労判894号21頁）、請負
企業の従業員に対して請負企業と注文者企業とが重畳的に安全配慮義務を負う場合のあることを肯
定する裁判例として東京地裁平成20年 2 月13日（テクノアシスト相模（大和製罐）事件））判決（労
判955号13頁）がある〕、他方、大阪高裁平成19年 1 月23日（おかざき事件）判決（労判940号58頁）
が専務取締役の地位にある者の労働者性を肯定して使用者による安全配慮義務の客体となることを
認めている。
　さらに、東京地裁八王子支部平成17年 3 月16日（ジャムコ立川工場事件）判決（労判893号65頁）
は、労働安全衛生法や労働安全衛生規則が事業者に課している義務は最低基準を定めたものである
ことを理由に、使用者がこれらの法令に違反している場合には労働者に対する安全配慮義務違反が
認められると判示していることからすれば、労働安全衛生法66条乃至66条の 9 が定める健康診断の実
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施とこれに続く各種の義務も安全配慮義務の内容を構成していることとなり、平成27年改正によっ
て新設された同法66条の10（心理的な負担の程度を把握するための検査等、所謂ストレスチェック
の実施）も安全配慮義務の内容となる可能性は否定出来ないところである。
（ 2）安全配慮義務の類型化
　上掲の電通事件最高裁判決に従う際には、安全配慮義務は、①状況把握の面（結果予見義務）と
しての労働者の労働実態を正確に把握すべき義務と労働者の健康状態を正確に把握すべき義務及び
②具体的措置の面（結果回避義務）としての労働が過重にならないように具体的措置を講ずべき義
務と労働者の健康状態を悪化（発症増悪）させないための具体的措置を講ずべき義務とに類型化す
ることが可能であるとされている。
　ア．労働時間及び業務内容の正確な把握
　裁判例の趨勢は、過重との評価の対象となる業務の内容自体もしくは慢性的な長時間労働に従事
していることを認識している場合または慢性的な長時間労働に従事している実態が存在し且つこの
労働実態を認識し得る場合には、当該労働者が精神疾患を発症すること及び発症した精神疾患に
よって自殺に至ることについてまでの予見可能性を認める傾向にある〔前橋地裁平成24年 9 月 7 日
（萬屋建設事件）判決（労判1062号32頁）及び甲府地裁平成24年10月 2 日（日本赤十字社（山梨赤十
字病院）事件）判決（労判1064号52頁）〕。特に上掲の甲府地裁平成24年10月 2 日判決は、「長時間
にわたり業務に従事する状況が継続するなどして、疲労や心理的負荷等が過度に蓄積すると労働者
の心身の健康を損なう危険性のあることは周知の事実であり、うつ病等の精神障害を発症した者に
自殺念慮が出現して自殺に至ることは社会通念に照らして異常な出来事とはいえないから、長時間
労働等によって労働者が精神障害を発症して自殺に至った場合において、使用者が、長時間労働等
の実態を認識し又は認識し得る限り、使用者の予見可能性に欠けるところはないというべきであっ
て、予見可能性の対象として、うつ病を発症していたことの具体的認識を要するものではない」と
判示している。この判決の判示内容からして、裁判例の趨勢は上掲の電通事件最高裁判決の判示事
項に依拠して当該労働者が精神疾患を発症すること及び発症した精神疾患によって自殺に至ること
についてまでの具体的な予見可能性を不要と判断しているのではないかと思われるが、上掲の電通
事件最高裁判決は、具体的な予見可能性の存在とその時期も判示しているのであり、現在の予見可
能性に関する裁判例の趨勢には大いに疑問が生ずるところである。現に、東京高裁平成27年 2 月26
日（ティーエムイーほか事件）判決（労判1117号 5 頁）は、派遣労働者がうつ病に罹患して自殺に
至ったことについて派遣元企業と派遣先企業の双方による安全配慮義務違反の存否が争点となった
事案につき、両企業とも当該派遣労働者がうつ病に罹患していることを認識し又は認識可能であっ
たとは認められないと判示している（但、この判決は、両社とも当該派遣労働者の体調が充分でな
いことは認識していたのであるから当該派遣労働者自身による体調管理が適切に行われるように配
慮し指導すべき義務があったのにこの義務を尽くしていないとして安全配慮義務とその違反を認め
て200万円の慰謝料の支払を命じている）。また、東京高裁平成20年10月22日（立正佼成会事件）判
決は、小児科部長代行の医師がうつ病に罹患して自殺した事案において、その業務に強度の心理的
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負荷を認めてうつ病の発症との間に相当因果関係が存在することは認めたものの、小児科医師の新
規採用によって当直回数や時間外労働時間も減少する傾向にあり有給休暇を取ることも可能となっ
たことから、使用者である病院が当該小児科医が心身の健康を損なうことについての具体的且つ客
観的な予見可能性は存しなかったとして、使用者の労働者に対する安全配慮義務の違反を否定して
いる。
　しかし乍ら、これらの判決後も上記の裁判例の趨勢が変更に至っていないことからすれば、使用
者及び上司は、その雇用する総ての労働者に対して 1 ヶ月当りの法定時間外労働時間が60時間を超
えないように徹底した労働時間管理を行うと共に、職務内容を具体的に管理した上で遂行困難性が
認められる場合には充分な支援体制を構築することが焦眉の急であろう。
　なお、上掲の立正佼成会事件東京高裁判決は、当該小児科医が行っていた業務に強度の心理的負
荷の存在を認めずに業務起因性を否定した東京地裁平成19年 3 月29日（立正佼成会事件）判決の控
訴審判決であるが、事案自体は上掲の東京地裁平成19年 3 月14日（新宿労基署長（佼成病院）事件）
判決（労判941号57頁）と同一の小児科部長代行の医師の自殺である。一審判決同士を比較した際に
は、同一の事案について労災行政訴訟では業務起因性が肯定される一方で労災民事訴訟では業務起
因性が否定されている点で興味深いものがあるし、上掲の東京地裁平成19年 3 月14日判決と上掲の
東京高裁判決を比較した際には、業務起因性が肯定される場合でも使用者の安全配慮義務の違反が
否定される場合の存することを示す事案であり、この点でも極めて興味深いものがある。
　イ．労働者の健康状態を正確に把握すべき義務
　最高裁平成26年 3 月24日（東芝事件）判決（労判1094号22頁）は、「労働者が使用者に申告しな
かった自らの精神的健康（いわゆるメンタルヘルス）に関する情報は、神経科の医院への通院、そ
の診断に係る病名、神経症に適応のある薬剤の処方等を内容とするもので、労働者にとって、自己
のプライバシーに属する情報であり、人事考課等に影響し得る事柄として通常は職場においてしら
れることなく就労を継続しようとすることが想定される性質の情報であったといえる。使用者は、
必ずしも労働者からの申告がなくても、その健康に関わる労働環境等に充分な注意を払うべき安全
配慮義務を負っているところ、労働者にとって過酷な業務が続く中でその体調の悪化が看取される
場合には、上記のような情報について労働者本人からの積極的な申告が期待し難いことを前提とし
た上で、必要に応じてその業務を軽減するなど労働者の心身の健康への配慮に努める必要がある」
と判示している。「労働者からの申告がなくても、その健康に関わる労働環境等に充分な注意を払う
べき安全配慮義務を負っている」との判示は聊か使用者に酷なようにも思われるが、本件は当該労
働者が健康診断の際に頭痛、眩暈及び不眠等の体調不良を申告し且つ体調不良を理由に新たな業務
の担当指示を断る等して上司に業務の軽減を要請していたにも拘わらず、使用は何らの対応もしな
かったというという前提がある点には留意が必要であり、上掲の最高裁判決が一人歩きしないよう
に注視しておく必要がある。
　ウ．労働が過重にならないように具体的措置を講ずべき義務
　大阪地裁平成20年 5 月26日（富士通四国システムズ（FTSE）事件）判決（労判973号76頁）は、
労働者が上司の指示に従わずに時間外労働を続けた結果として慢性的な過重労働のために精神障害
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を発症した事案につき、「原告に対して残業しないよう指導・助言するだけでは十分でなく、端的
に、これ以上の残業を禁止する旨を明示した強い指導・助言を行うべきであり、それでも原告が応
じない場合、最終的には、業務命令として、遅れて出社してきた原告の会社構内への入館を禁じ、
あるいは一定の時間が経過した以降は帰宅すべき旨を命令するなどの方法を選択することも念頭に
置いて、原告が長時間労働をすることを防止する必要があった」と判示している。使用者の労働者
に対する労働時間管理は厳しい姿勢と不退転の決意で臨む必要があることを判示しており、示唆に
富む裁判例である。
　また、最高裁平成24年 4 月27日（日本ヒューレット・パッカード事件）判決（労判1055号 5 頁）
は、被害妄想によって欠勤を続けている労働者に対する無断欠勤を理由とした懲戒処分としての諭
旨解雇の効力が争点となった事案につき、「精神的な不調のために欠勤を続けていると認められる労
働者に対しては、精神的な不調が解消されない限り引き続き出勤しないことが予想されるところで
あるから、使用者としては、精神科医による健康診断を実施するなどし、その診断結果等に応じて
必要な場合は治療を勧めた上で休職等の処分を検討し、その後の経過を見るなどの対応を採るべき」
と判示した。精神的不調によって通常の業務が遂行できない労働者に対して使用者の判断によって
休職命令を発令する必要性を肯定している点で極めて参考になるが、本件会社には会社の判断で相
当期間の傷病欠勤が継続することなしに傷病休職命令を発令することができる就業規則の規定が存
した。就業規則において傷病休職命令の発令要件として相当期間の傷病欠勤の継続が要件となって
いる場合にまで本最高裁判決が妥当するか否かは慎重に検討する必要があるが、安全配慮義務の履
行の一態様として可能と考えることは出来ないものであろうか。この点については、東京地裁平成
24年12月25日（第一興商（本訴）事件）判決（労判1068号 5 頁）は、視力障害により 3 ヶ月間の自
宅療養を要する旨の診断書に依拠して就業規則が傷病休職命令の発令要件として定める傷病欠勤期
間の経過前に使用者がした当該労働者の意に反する会社都合を理由とする休職命令の有効性を肯定
している点が参考となろう。
（ 3）復職後の労働者への安全配慮義務
　神戸地裁姫路支部平成 7 年 7 月31日（石川島興業事件）判決（労判688号59頁）は、復職後の労働
者の業務遂行について使用者は、その安全配慮義務との関係から、労働者の主治医との相談や産業
医への意見聴取を経た上での就労時間の制限や業務内容の制限及び従事すべき業務自体の変更の要
否の検討も含めた広範な注意義務を負っていると判示している。休職期間というブランクの存在や
ストレス対抗性の関係より、使用者は、その安全配慮義務の履行として、復職後の労働者の労働の
実情及び心身の健康状態の実情を正確に把握した上で、当該労働者の実際の業務の量と質を適正に
調節して復職後の労働が過重にならないように具体的な措置を講ずる義務を有しているのである。
5 ．精神障害と素因減額または寄与度減額について
　労働者が脳血管疾患や虚血性心疾患等を発症して使用者の安全配慮義務の違反が問題となった事
案においては、安全配慮義務の違反が認められても、労動者にも基礎疾患が存在したことから、裁
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判所は飲酒や喫煙、肥満及び専門医の非受診等の諸要素を勘案して素因減額または寄与度減額を施
して使用者が支払うべき損害賠償額の調整が図られることが比較的多い。
　これに対して、労働者が精神障害を発症して使用者の安全配慮義務の違反が問題となった事案に
おいては、上掲の電通事件最高裁判決が「ある業務に従事する特定の労働者の性格が同種の業務に
従事する労働者の個性の多様さとして通常想定される範囲を外れるものでない限り、その性格及び
これに基づく業務遂行の態様等が業務の過重負担に起因して当該労働者に生じた損害の発生または
拡大に寄与したとしても、そのような事態も使用者としては予想すべきものということができる。
しかも、使用者又はこれに代わって労働者に対し業務上の指揮監督を行う者は、各労働者がその従
事すべき業務に適するか否かを判断して、その配置先、遂行すべき業務の内容等を定めるのであり、
その際に、各労働者の性格をも考慮することができるのである。したがって、労働者の性格が前記
の範囲を外れるものでない場合には、裁判所は、業務の負担が過重であることを原因とする損害賠
償請求において使用者の賠償すべき額を決定するに当たり、その性格及びこれに基づく業務遂行の
態様等を、心因的要因としてしんしゃくすることはできないというべきである。」と判示して以降、
上掲のみくまの農協（新宮農協）事件和歌山地裁判決は 7 割の、上掲の三陽電機サービス事件東京高
裁判決は 8 割の、上掲のフォーカスシステムズ事件東京高裁判決は労働者が帰宅後にブログやゲー
ムに時間を費やしていたこと及び自ら不調を申出なかかったことを理由に 3 割の、それぞれ寄与度
減額を施しているが、素因減額または寄与度減額を施す裁判例は極めて少数である。前橋地裁平成
24年 9 月 7 日（萬屋建設事件）判決（労判1062号32頁）は、水力発電所の建設現場の工事責任者で
ある監理技術者がうつ病を発症して自殺に至った事案につき、工期遅れの許されない中で発注者が
作成した測量図面と実際の齟齬に起因して必要となった設計変更及びこれに基づく業務量の増加と
工期と予算の各管理上の心理的負荷を理由に業務起因性と安全配慮義務の違反を認めた上で、電通
事件最高裁判決を引用して寄与度額を否定しているが、この判断が現在の裁判例の趨勢である。
　こうした中で、東京高裁平成25年11月27日（横河電機（SE うつ病罹患）事件）判決（労判1091号
42頁）は、うつ病を発症したまま休職期間が満了して退職となった SE につき、うつ病が蔓延化し
て長期間に亘って休業を継続したことについては当該労働者個人の素質、ぜい弱性、生活の自己管
理能力が少なからず寄与しているものとみるべきであるとした上で、使用者の安全配慮義務の違反
と損害との相当因果関係の存否について、うつ病の発症から寛解状態が 4 ヶ月継続した時点までは
100％、その後の動揺傾向を示しつつも寛解状態が 1 年継続した時点までは50％の、それぞれ割合的
認定をすると共に、その後の休職期間満了までの損害について否定した。
　この判決については、因果関係の割合的認定の手法によって実質的な寄与度減額を実現したとの
積極的な評価も存しているが、相当因果関係の存否の判断において割合的認定の手法を用いること
については、周知のとおりに通説及び裁判例は概ね否定的であり、本判決については上告及び上告
受理申立がされていることから、相当因果関係の割合的認定に関する最高裁の判断が待たれるとこ
ろである。
